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第１ 目的 

 この要綱は、東京都（以下「都」という。）の出えん及び企業等の寄附による基金を原

資として、地域、学校、職場などの様々な場で、特定非営利活動法人や企業等（以下「事

業者」という。）が創意工夫を凝らして取り組む先駆的、先進的な事業に対して助成金を

交付することで、社会全体で子育ての応援を進めることを目的とする。 

 

第２ 事業内容 

   都及び公益財団法人東京都福祉保健財団（以下「財団」という。）は、相互に協力して、

次のとおり事業を実施する。 

 １ 都は、財団に対し、助成金の原資として出えんを行う。 

 ２ 財団は、都と財団とで別途締結する出えん契約に基づき、前項の出えん金をもとに基

金を造成し、運営する。基金には、企業等からの寄附を受け入れるものとする。なお、

寄附金に係る募集等の業務については、都が行う。 

 ３ 財団は基金を原資として、第３に規定する事業を行う事業者に対し、助成金を交付す

る。 

４ 都は、財団が実施する本事業に要する経費を、別に定めるところにより、都の予算の

範囲内において補助する。 

５ 本事業の実施や成果の普及等に関わる広報については、都と財団が協力して行う。な

お、関係機関との調整については、都が積極的に担うものとする。 

６ 上記以外の内容についても、都は必要に応じて、事業の実施に関する支援を行う。な

お、上記の内容について疑義が生じた場合は、都と財団で協議する。 

 

第３ 助成対象事業 

 １ 財団は、第２の３に基づき、都民を対象として、事業者が行う次のアからオに該当す

る先駆的、先進的な事業の実施に要する経費を助成する。なお、助成対象となる経費の

範囲等については、財団が別に定める。 

   ア 若者支援事業 

     希望する若者が将来家庭を築き、子育てが営める生活ができるよう支援する事業 

イ 出会い・結婚支援事業 

     将来家庭を築くための出会いの場づくりや結婚に結びつけるために支援する事業 

   ウ 親子の健康づくり事業 

     出産、育児に関する親子の健康づくりを支援する事業 

 



   エ 多世代交流事業 

     高齢者等の様々な世代による子育て支援事業 

   オ 子供・子育て支援事業 

     前各号のほか、子供・子育て支援対策として効果が期待できる事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次のアからオのいずれかに該当するときは対象としない。 

ア 既存の公的な制度や国、都又は他の道府県からの補助金等の交付対象となってい

る事業（委託による場合を含む。） 

イ 特定の事業者の利益のために行うと認められる事業 

   ウ 政治的又は宗教的な宣伝を目的として行うと認められる事業 

   エ 他団体へ全部又は大部分を委託又は外注する事業 

   オ 公序良俗に反する等、都が支援するのにふさわしくないと認められる事業 

 ３ 助成対象事業については、都と財団が適宜検証を行い、必要と認められる場合は、協

議の上、見直すものとする。 

 

第４ 助成方法 

 １ 財団が別に定める公募要項に基づき、事業を行う事業者を公募する。 

２ 財団が別に定める審査要領等により、審査会を開催し、事業を審査・選定する。 

３ 選定した事業内容や実施結果については、財団のホームページ等で公表する。 

４ １事業に対する助成期間は、原則、２年間を限度とする。 

５ 事業の実施方法等に疑義が生じた場合、財団は都と随時協議する。 

 

第５ 事業実施期間 

   本事業の実施期間は、平成２７年度から平成３６年度までとする。ただし、基金の運

営状況、都から財団に対する補助金の交付状況、事業の検証結果等により、これによら

ない場合がある。 

 

第６ その他 

   この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関して必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 


